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１． 専門高校における職業教育について 
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職
業
学
科
（
専
門
高
校
）
卒
業
生
の
進
路
推
移

令
和
４
年
度

平
成
２
年
度

24
.0
％

8.
3 ％

大
学
等
進
学
率

25
.6
％

15
.0
％

専
修
学
校
等
進
学
率

47
.8
％

74
.7
％

就
職
率

○
産
業
界
で
必
要
と
さ
れ
る
資
質
・
能
力
の
育
成
に
向
け
た
教
育
内
容
の
改
善
・
充
実

○
実
践
的
・
体
験
的
な
学
習
活
動
の
充
実
の
た
め
の
地
域
や
産
業
界
等
と
の
連
携
促
進

○
進
路
選
択
等
に
関
す
る
中
学
校
や
大
学
等
と
の
円
滑
な
接
続

○
教
員
の
資
質
・
能
力
を
向
上
す
る
た
め
の
研
修
の
機
会
の
充
実

○
実
験
・
実
習
の
た
め
の
施
設
・
設
備
の
改
善
・
充
実
・
更
新

専
門
高
校
に
お
け
る
職
業
教
育
に
つ
い
て
学
校
数
等
（
令
和
４
年
５
月
時
点
）

２
．
課
題
へ
の
対
応

○
科
学
技
術
の
進
展
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
産
業
構
造
の
変
化
等
に
伴
い
、
教
育
内
容
に
必
要
と
さ
れ
る
専
門
的
な

知
識
・
技
術
の
変
化
や
高
度
化
へ
の
対
応

出
典
：
令
和
４
年
度
学
校
基
本
調
査

学
科
別
生
徒
数
の
割
合

１
．
課
題

・
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
(
平
成
3
0
年
3
月
告
示
)

地
域
や
社
会
の
発
展
を
担
う
職
業
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
社
会
や
産
業
の
変
化
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
持
続
可
能
な

社
会
の
構
築
、
情
報
化
の
一
層
の
進
展
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
へ
の
対
応
の
視
点
か
ら
各
教
科
の
教
育
内
容
を
改
善
。

・
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
刷
新
事
業
）

成
長
産
業
化
に
向
け
た
革
新
を
図
る
産
業
界
と
専
門
高
校
が
一
体
と
な
り
、
第
４
次
産
業
革
命
・
地
域
の
持
続
的
な
成

長
を
牽
引
す
る
た
め
の
、
絶
え
ず
革
新
し
続
け
る
最
先
端
の
職
業
人
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築
。
(
R
3
～
）

・
専
門
高
校
の
魅
力
発
信

専
門
高
校
に
対
す
る
中
学
生
や
保
護
者
等
の
理
解
・
関
心
を
高
め
る
た
め
、
今
後
の
魅
力

発
信
方
策
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
を
行
う
。

・
全
国
産
業
教
育
フ
ェ
ア
の
開
催

生
徒
に
よ
る
産
業
教
育
に
関
す
る
成
果
等
の
総
合
的
な
発
表
の
場
を
全
国
規
模
で
提
供
し
、

専
門
高
校
の
教
育
活
動
を
活
性
化
。

・
産
業
教
育
施
設
・
設
備
へ
の
補
助

高
等
学
校
に
お
け
る
産
業
教
育
の
た
め
の
実
験
実
習
施
設
・
設
備
の
整
備
に
要
す
る
経
費

を
支
援
。

３
．
国
の
取
組

当
該
学
科
を
置
く

学
校
数
（
延
べ
数
）

比
率

(％
)

生
徒
数

（
人
）

区
分

3,
69

8
73

.7
2,
17

1,
20

2
普
通
科

1,
93

3
17

.4
51

2,
44

0
職
業
学
科

（
専
門
高
校
）

57
0

3.
6

10
5,
20

0
そ
の
他

専
門
学
科

37
7

5.
4

15
9,
06

7
総
合
学
科

6,
57

8
10

0.
0

2,
94

7,
90

9
合
計

農
業

13
.6
% 工
業

41
.3
%

商
業

32
.3
%

水
産

1.
5%

家
庭

6.
8%

看
護

2.
6%

情
報

0.
5%

福
祉

1.
4%
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２． 産業教育施設・設備の整備について 

  

5



産業教育施設・設備の整備について 
 

産業教育振興法 

産業教育振興法に基づき、高等学校等の設置者が、産業教育のための実験実習施

設・設備を整備する場合、予算の範囲内で、国はその整備に要する経費の一部を補

助することができることとされている。 

また、国庫補助の対象となる施設・設備の基準については、同法第１５条及び同

法施行令第２条の規程に基づき中央教育審議会の議を経て国が定めることとなっ

ている。 
 

 

産業教育振興法に基づく産業教育施設・設備に対する国の支援について 

国は、高等学校の職業教育を行う学校（専門高校）に対して、下記のとおり、施

設・設備の１／３以内の補助を行っている。 

 

 

（１） 公 立 高 校 

① 施設 学校施設環境改善交付金において補助 

 令 和 ５ 年 度 予 算 額      68,718,233千円の内数 

（前 年 度 予 算 額       68,834,436千円の内数） 

 

 

② 設備 一般財源化（地方交付税交付金にて措置） 

 

○三位一体の改革（平成 16年及び 17年）により、 

・設備は、一般財源化。（平成 17年度～） 

・施設は、「安全・安心な学校づくり交付金」（平成２３年度当初予算から「学校施設環境改善交付金」）

に一本化。（平成 18年度～） 

 

○「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う義務教育費国庫負担法等の一部を改正する法律等の施行につい

て」（平成 17年 4月 1日付け 17文科初第 52号） 

・産業教育設備、…の整備については、学校教育法第３条及びこれに基づく高等学校設置基準（平成 16

年文部科学省令第 20号）等の規定により、地方公共団体において適切に実施されなければならないこ

ととされている。 

・今後ともこれらの事業が確実に実施されるよう、法令の趣旨及びこれらの事業の趣旨等を踏まえ、予

算の確保及びその適切な執行がなされるよう御留意いただきたい。 

 

○平成 26年度予算における国庫補助事業の見直しにより、特別装置事業は一般財源化（平成 26年度～） 

 

 

 

（２） 私 立 高 校 

① 施設 私立学校施設整備費補助金において補助 

 令 和 5 年 度 予 算 額  38,760千円 

（前 年 度 予 算 額  41,211千円） 

② 設備 学校教育設備整備費等補助金において補助 

 令 和 5 年 度 予 算 額  40,186千円 

（前 年 度 予 算 額  36,990千円） 

 

6



 

事 務 連 絡 

令和３年１月２９日 

各都道府県・指定都市教育委員会 

公立学校産業教育施設・設備関係課 

各 都 道 府 県 財 政 担 当 課 

各 都 道 府 県 市 町 村 担 当 課 

   

文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当） 

総務省自治財政局調整課 

 

  

産業教育設備整備の充実について 

 

高等学校における産業教育の充実について、日頃より御尽力をいただき御礼申し上げます。 

デジタルトランスフォーメーション等による設備のデジタル化の流れが、産業界において、

一層加速することが予想される中、地域の産業を担う人材育成を支える専門高校においても、

より時代に即した人材育成を図ることができるよう産業教育設備の整備の充実を図る必要があ

ります。そこで、公立高等学校の産業教育のための実験実習設備を整備する経費について、高

等学校段階におけるＩＣＴ化・オンライン化の推進等のため、別紙のとおり、令和３年度から

地方交付税措置を充実することとしております。 

つきましては、各地方公共団体において産業教育設備の計画的な整備とともに、更なる充実

に努めていただくようお願いします。 

 なお、都道府県におかれましては、域内の産業教育関係高等学校を設置する市町村に対して

も周知くださるようお願いします。 

 

 

 

 

御中 

（担当） 

文部科学省初等中等教育局 

参事官（高等学校担当）付産業教育振興室 助成係 藤田 

TEL ：03-6734-2380（直通） FAX ：03-6734-3727 

E-mail：sangyo@mext.go.jp 

総務省自治財政局調整課 調整係 江戸 

TEL ：03-5253-5618（直通） FAX ：03-5253-5620 

E-mail：m.edo@soumu.go.jp 
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■ 令和３年１月２２日付総務省自治財政局財政課事務連絡『令和３年度の地方

財政の見通し・予算編成上の留意事項等について』（抜粋） 

 

 

 

 

別 紙 
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令
和
3
年
度
の
産
業
教
育
設
備
の
整
備
に
つ
い
て

○
公
立
高
等
学
校
の
産
業
教
育
設
備
整
備
に
か
か
る
経
費
は
、
「
産
業
教
育
振
興
法
」
（
昭
和
２
６
年
法
律
第
２
２
８
号
）
等
に
基
づ

き
、
国
の
補
助
金
に
よ
り
支
援
し
て
い
た
が
、
平
成
1
7
年
度
の
三
位
一
体
改
革
に
よ
り
一
般
財
源
化
さ
れ
、
以
降
一
定
水
準
の
地
方

交
付
税
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

○
設
備
の
老
朽
化
に
よ
る
更
新
需
要
等
の
理
由
か
ら
、
自
治
体
に
お
け
る
整
備
額
は
年
々
上
昇
し
て
い
る
。

○
産
業
界
に
お
い
て
は
、
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
等
に
よ
る
設
備
の
デ
ジ
タ
ル
化
の
流
れ
が
一
層
加
速
す
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。

○
以
上
を
踏
ま
え
、
地
域
の
産
業
を
担
う
人
材
育
成
を
支
え
る
専
門
高
校
に
お
い
て
も
、
よ
り
時
代
に
即
し
た
人
材
育
成
を
図
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
産
業
教
育
設
備
の
整
備
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
令
和
３
年
度
か
ら
地
方
交
付
税
措
置
を
充
実
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

概
要

イ
メ
ー
ジ

＜
技
術
革
新
等
に
よ
り
必
要
な
設
備
整
備
＞

・マ
ル
チ
コ
プ
タ
ー

・
卓
上
型
３
D
プ
リ
ン
タ

・V
R
装
置

・測
量
用
G
P
S
装
置

な
ど

【
農
業
等
】
マ
ル
チ
コ
プ
タ
ー
（
ド
ロ
ー
ン
）

【
工
業
等
】
卓
上
型
３
D
プ
リ
ン
タ

＜
老
朽
化
設
備
の
更
新
＞

・ト
ラ
ク
タ
ー

・田
植
え
機

・フ
ラ
イ
ス
盤

・旋
盤

な
ど

【
工
業
】
フ
ラ
イ
ス
盤

【
農
業
】
ト
ラ
ク
タ
ー

9

fujita
テキスト ボックス

fujita
テキスト ボックス
参考資料
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３． 令和５年度専門高校関係予算について 
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1

マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
刷
新
事
業
）

■
第

４
次

産
業

革
命

の
進

展
、
デ

ジ
タ

ル
ト

ラ
ン

ス
フ
ォ
ー

メ
ー

シ
ョン

（
Ｄ

Ｘ
）

、
六

次
産

業
化

等
、
産

業
構

造
・仕

事
の

内
容

は
急

速
か

つ
絶

え
ず

革
新

。

■
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

感
染

拡
大

の
中

、
D

X
,I

o
T
の

進
展

の
加

速
度

が
さ

ら
に

高
ま

り
、
革

新
の

流
れ

は
一

層
急

激
に

。

■
こ

う
し

た
中

、
地

域
産

業
の

人
材

育
成

の
核

と
な

る
専

門
高

校
の

社
会

的
要

請
と
し

て
、
産

業
構

造
・仕

事
の

内
容

の
絶

え
間

な
い

変
化

に
即

応
し

た
職

業
人

材
育

成
が

求
め

ら
れ

る
。

産
業
界
等
と
一
体
と
な
っ
た
専
門
高
校
改
革
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
産
業
の
持
続
的
な
成
長
を
牽
引
す
る
最
先
端
の
職
業
人
材
を
育
成

⚫
「
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」
を
指
定

し
、
産
業
界
他
関
係
者
一
体
と
な
っ
た

カ
リ
キ

ュ
ラ

ム
刷

新
・

実
践

（
コ

ー
ス

、
学

科
改

編
等

）

⚫
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ

を
企

業
等

か
ら

採
用

し
学

校
の

管
理

職
と
し

て
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

⚫
企

業
等

の
技
術
者
・
研
究
者
等
を
教
員
と
し
て
採
用

⚫
企
業
等
で
の
授
業
・
実
習
を
多
数
実
施

、
企

業
等

の
施

設
・設

備
の

共
同

利
用

⚫
専

攻
科

設
置

や
高

専
化

、
大

学
連

携
等

の
一
貫
教
育
課
程
導
入
等
の
抜
本
的
な
改
革

等

●
研
究
開
発
校
（
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
）
指
定

令
和

5
年

度
予

算
額

3
億

円

（
前

年
度

予
算

額
3
億

円
）

背
景
・
課
題

事
業
内
容

●
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
基
本
方
針
（
令
和
４
年
６
月
７
日
閣
議
決
定
）
よ
り
抜
粋

（
中

略
）

専
門

高
校

（
農

業
高

校
、
工

業
高

校
、
商

業
高

校
等

）
に

お
い

て
、
地

方
公

共
団

体
や

産
業

界
等

と
連

携
・協

働
し

た
実

践
的

な
職

業
教

育
を

推
進

す
る

こ
と
で

、
地

域
経

済
の

活
性

化
を

担
う

人
材

養
成

に
果

た
す

役
割

を
強

化
す

る
。

●
マ
イ
ス
タ
ー
・
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
に
お
け
る
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
構
築

⚫
「
マ

イ
ス

タ
ー

・
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
」
に

お
け

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
開

発
等

の
取

組
に

つ
い

て
、
第

３
者

機
関

が
指
導
助
言
や
成
果
の
検
証
、
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
構
築
、

事
業
指
定
終
了
後
の
自
走
に
向
け
た
支
援

を
行

う

相
談

様
々

な
分

野
の

専
門

家
教

育
界

・
産

業
界

双
方

の
経

験
・

知
見

を
持

つ
橋

渡
し

役

課
題

に
応

じ
て
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４．全国産業教育フェアについて 
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５． 専門高校ＰＲ動画について 
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“専門高校ってどんなとこ
ろ？”
“専門高校ってどんなとこ
ろ？”

“専門高校ってどんなとこ
ろ？”
“専門高校ってどんなとこ
ろ？”

ってどんなところ?門専 高 校

文部科学省公式
動画チャンネル

さらに詳しく知るには・・

文部科学省HP
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https://www.youtube.com/watch?v=KCLkZSwqo8M
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/data/1356623.htm
https://www.youtube.com/watch?v=w9-E0VgDt3w
https://www.youtube.com/watch?v=KXYgSvMWYYs


 

 

 

 

６．その他 
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教育課程実践検証協力校事業について 

  

国立教育政策研究所教育課程研究センターでは、国公私立の学校（以下「学校」という。）

において、幼児児童生徒が学習に取り組む様子の観察等を通じて、学習指導上の様々な実践

を客観的に検証することや全国的な学力調査等と学習の実現状況を相補的に捉えることによ

り、教育課程の基準の改善充実等に必要となる情報の収集等を行うことを目的として、令和

３年度より「教育課程実践検証協力校事業」を行っています。 

 

１． 事業の概要 

本事業は、全国の学校を対象に、１か年の協力依頼期間で調査研究を行います。また、①

各教科等の教育課程に関するもの、②E-Assessment に関するもの、③学校全体で取り組むも

のの大きく３種類の枠組みで実践検証や情報収集を行っています。 

①は、全ての学校を対象としています。高等学校専門教育に関する対象教科については、

以下のとおりです。 

校種 対象教科 

高等学校 

※中等教育学校後期課程を含む 

【専門教科】 

農業、工業、商業、水産、家庭、看護、情報、福祉 

②は、公立の小学校、中学校、高等学校を対象とするＡ枠と、全ての小学校、中学校、高等

学校を対象とするＢ枠があります。Ａ枠では、日々のドリルやテスト等の CBT 方式の問題

を、作成・開発していただきます。その際、文部科学省が整備する「学びの保障オンライ

ン学習システム（MEXCBT：メクビット）」を活用していただく予定です。加えて、国立教

育政策研究所が作成・開発する CBT 方式の問題の実践研究に協力いただきます。オンラ

イン学習時代に向けた教育データの測定、分析及び活用の在り方等に係る検証に必要な

情報等を収集する枠であり、加配措置の対象にしています。令和５年度で募集した高等学

校に関する対象教科については、以下のとおりです。 

校種 対象教科 

高等学校 

※中等教育学校後期課程を含む 

国語、数学、地理歴史［地理総合］、地理歴史［歴史

総合］、公民、物理、化学、生物・地学、外国語、情

報（共通教科） 

Ｂ枠では、国立教育政策研究所が作成・開発する CBT 方式の問題の実践研究に協力いた

だきます。 

③は、全ての小学校、中学校、高等学校（「へき地教育」はへき地の小学校又は中学校）を

対象として、「カリキュラム・マネジメント」、「現代的な諸課題に対応して求められる資質・

能力の育成」、「へき地教育」について協力いただいています。高等学校専門教育に関しては、

１校が「消費者教育」について協力いただく予定です。 

 

２．研究成果の公表 

教育課程実践検証協力校事業における成果の普及を図るため，「令和４年度 教育課程実

践検証協力校事業の実施報告」を本研究所のホームページに公開予定です。 

  

 

文部科学省 

国立教育政策研究所 
National Institute for Educational Policy Research 
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